
○ 農業振興地域の整備に関する法律（昭和四十四年法律第五十八号） （抄） 

 

（市町村の定める農業振興地域整備計画） 

第八条 略 

２ 農業振興地域整備計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 農用地等として利用すべき土地の区域（以下「農用地区域」という。）及びその区域内にある土

地の農業上の用途区分 

二 農業生産の基盤の整備及び開発に関する事項 

二の二 農用地等の保全に関する事項 

三 農業経営の規模の拡大及び農用地等又は農用地等とすることが適当な土地の農業上の効率的かつ

総合的な利用の促進のためのこれらの土地に関する権利の取得の円滑化その他農業上の利用の調整

（農業者が自主的な努力により相互に協力して行う調整を含む。）に関する事項 

四 農業の近代化のための施設の整備に関する事項 

四の二 農業を担うべき者の育成及び確保のための施設の整備に関する事項 

五 農業従事者の安定的な就業の促進に関する事項で、農業経営の規模の拡大及び農用地等又は農用

地等とすることが適当な土地の農業上の効率的かつ総合的な利用の促進と相まつて推進するもの 

六 農業構造の改善を図ることを目的とする主として農業従事者の良好な生活環境を確保するための

施設の整備に関する事項 

３・４ 略 

 

 （農用地区域内における開発行為の制限） 

第十五条の二 農用地区域内において開発行為（宅地の造成、土石の採取その他の土地の形質の変更又

は建築物その他の工作物の新築、改築若しくは増築をいう。以下同じ。）をしようとする者は、あら

かじめ、農林水産省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当する行為については、この限りでない。 

一～七 略 

２・３ 略 

４ 都道府県知事は、第一項の許可の申請があつた場合において、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、これを許可してはならない。 

一 当該開発行為により当該開発行為に係る土地を農用地等として利用することが困難となるため、

農業振興地域整備計画の達成に支障を及ぼすおそれがあること。 

二 当該開発行為により当該開発行為に係る土地の周辺の農用地等において土砂の流出又は崩壊その

他の耕作又は養畜の業務に著しい支障を及ぼす災害を発生させるおそれがあること。 

三 当該開発行為により当該開発行為に係る土地の周辺の農用地等に係る農業用用排水施設の有する

機能に著しい支障を及ぼすおそれがあること。 



５・６ 略 

 


